
議案第８３号 

   大口町地域包括支援センターの事業の人員及び運営に関する基準を定める条

例の制定について 

 大口町地域包括支援センターの事業の人員及び運営に関する基準を定める条例を

別紙のように定めるものとする。 

  平成２６年１１月２６日提出 

                     大 口 町 長  鈴 木 雅 博 

 （提案理由） 

この案を提出するのは、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律（平成２５年法律第４４号）の施行により介

護保険法（平成９年法律第１２３号）の一部が改正されたことに伴い、厚生労働省

令で定めることとしていた基準について地方公共団体の条例で定めることとなった

ことに併せ、地域包括支援センターの運営全般にわたる基準も条例で定めるため、

この条例を制定するため必要があるからである。 



大口町地域包括支援センターの事業の人員及び運営に関する基準を定

める条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の４６第５項の規定に基づき、地域住民の心身の健康の保持及び生活

の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増

進を包括的に支援することを目的として設置する大口町地域包括支援センター

（以下「包括支援センター」という。）の事業の人員及び運営に関する基準を定

めるものとする。 

（設置者等） 

第２条 包括支援センターの設置者は、町及び法第１１５条の４７第１項の規定に

より包括的支援事業（法第１１５条の４６第１項に規定する包括的支援事業をい

う。以下同じ。）の委託を受けた者とする。 

２ 包括的支援事業の委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公

平、中立かつ効率的に実施することができる法人であって、老人福祉法（昭和３

０年法律第１３３号）第２０条の７の２第１項に規定する老人介護支援センター

の設置者、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施することを目的とす

る一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活動促進法（平成１０年法

律第７号）第２条第２項の規定により設立された特定非営利活動法人その他町長

が適当と認める者とする。 

３ 前項の規定により委託を受けることができる法人の役員等（法第７０条第２項

第６号に規定する役員等をいう。）は、大口町暴力団排除条例（平成２４年大口

町条例第１３号）第２条第２号の暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若し

くは暴力団員と密接な関係を有していてはならない。 

（包括的支援事業の委託） 

第３条 町長は、包括的支援事業の委託をする場合は、大口町高齢者サービス調整

会議条例（平成  年大口町条例第  号）の規定による大口町高齢者サービス
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調整会議（以下「調整会議」という。）に諮り、決定するものとする。 

２ 法第１１５条の４７第１項の包括的支援事業の実施に係る方針は、次に掲げる

事項について定めるものとする。 

(1) 地域包括ケアシステム（持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の

推進に関する法律（平成２５年法律第１１２号）第４条第４項に規定する地域

包括ケアシステムをいう。）の構築に関すること。 

(2) 日常生活圏域（法第１１７条に規定する市町村介護保険事業計画において同

条第２項第１号の規定により町が定める区域をいう。以下同じ。）ごとの需要

に応じて重点的に行うべき業務に関すること。 

(3) 介護サービス事業者（法第１１５条の３２第１項に規定する介護サービス事

業者をいう。第８条において同じ。）、医療機関、民生委員（民生委員法（昭

和２３年法律第１９８号）に定める民生委員をいう。第８条において同じ。）、

高齢者の日常生活の支援に関する活動に携わるボランティアその他の関係者と

の連携体制の構築に関すること。 

(4) 介護支援専門員（法第７条第５項に規定する介護支援専門員をいう。以下同

じ。）に対する支援、指導等の実施に関すること。 

(5) 町との連携に関すること。 

(6) 公平性及び中立性の確保に関すること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、地域の実情に応じて、調整会議が必要と判断し

た事項に関すること。 

（担当区域） 

第４条 町長は、包括支援センターの担当する区域（以下「担当区域」という。）

については、人口、業務量、運営財源及び人材確保の状況並びに日常生活圏域と

の整合性を配慮し、最も効果的かつ効率的に次条に規定する実施事業が行われる

よう設定するものとする。 

（実施事業） 

第５条 包括支援センターが行う事業（以下「実施事業」という。）は、次のとお

りとする。 
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(1) 法第１１５条の４５第１項第１号二に掲げる介護予防支援事業 

(2) 法第１１５条の４５第２項第１号から第３号に掲げる包括的支援事業 

(3) 法第１１５条の４５第３項各号に掲げる任意事業 

（大口町相談支援事業者との連携） 

第６条 包括支援センターは、大口町相談支援事業者（障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１

４第１項に規定する指定一般相談支援事業者及び同法第５１条の１７第１項第１

号に規定する指定特定相談支援事業者で、同法第７７条第１項に規定する地域生

活支援事業として町が実施する相談支援事業の委託を受けた者をいう。以下同じ。）

との相互連携により実施事業を行うものとする。 

（指定介護予防支援の実施） 

第７条 包括支援センターの設置者は、法第１１５条の２２の規定により指定介護

予防支援事業者の指定を受け、法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援の

事業を実施しなければならない。 

（地域ケア会議） 

第８条 包括支援センターの設置者は、町、大口町相談支援事業者及び第３条第２

項第３号に規定する関係者との連携を図るため、大口町地域ケア会議（以下「ケ

ア会議」という。）を置く。 

２ ケア会議は、介護支援専門員に対する支援、高齢者の実態の把握及び課題解決

のための連携体制の構築並びに地域における課題の把握及びその解決のための支

援等を行うものとする。 

３ ケア会議は、町職員、大口町相談支援事業者職員、介護支援専門員、介護サー

ビス事業者職員、医療機関職員、民生委員、知識経験を有する者及び高齢者の日

常生活の支援に関する活動を行う住民団体の関係者で構成する。 

（職員の員数） 

第９条 包括支援センターにおいて専らその職務に従事する常勤の職員の員数は、

包括支援センターの担当区域における第１号被保険者の数がおおむね３，０００

人以上６，０００人未満ごとに次のとおりとする。 
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(1) 保健師その他これに準ずる者１人 

(2) 社会福祉士その他これに準ずる者１人 

(3) 主任介護支援専門員（主任介護支援専門員研修を修了した者をいう。）その

他これに準ずる者１人 

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の日常生活

圏域に包括支援センターを設置することが必要であると調整会議において認めら

れた場合には、当該包括支援センターにおいてその職務に従事する職員の員数は、

次の表の左欄に掲げる担当区域の第１号被保険者の数に応じ、同表右欄に定める

ところによる。 

担当区域の第１号被保険者の数 職員の員数 

おおむね１，０００人未満 前項各号に掲げる者のうちから１人又

は２人 

おおむね１，０００人以上２，０００

人未満 

前項各号に掲げる者のうちから２人

(うち１人は専らその職務に従事する

常勤の職員とする。) 

おおむね２，０００人以上３，０００

人未満 

専らその職務に従事する常勤の職員で

前項第１号に掲げる者を１人及び専ら

その職務に従事する常勤の職員で同項

第２号又は第３号に掲げる者のいずれ

か１人 

３ 包括支援センターは、担当区域の実情に応じて町長が必要と判断した場合は、

当該包括支援センターにおいてその職務に従事する職員として前２項に規定する

職員以外の職員を置かなければならない。 

（包括支援センターの運営基準） 

第１０条 包括支援センターは、各被保険者の心身の状況、その置かれている環境

等に応じて、法第２４条第２項に規定する介護給付等対象サービスその他の保健

医療サービス又は福祉サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用できるよ

うに導き、各被保険者が可能な限り、住み慣れた地域において自立した日常生活
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を営むことができるように実施事業を行わなければならない。 

２ 包括支援センターは、調整会議の意見を踏まえて、適切、公正かつ中立な運営

を行わなければならない。 

 （設備及び備品等） 

第１１条 包括支援センターの設置者は、実施事業及び第７条に規定する指定介護

予防支援の事業を一体的に行うために必要な広さの区画を有するとともに、当該

事業の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、包括支援センターに関し必要な事項は、

町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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制 定 要 旨 

１ 条例の趣旨 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（平成２５年法律第４４号）の施行により介護保険法（平成９年

法律第１２３号）の一部が改正されたことに伴い、地域包括支援センターが包括

的支援事業を実施するために必要なものに関する基準及び地域包括支援センター

の設置者に関する基準や実施事業の内容など、運営全般にわたる基準も条例によ

り定めることとします。 

２ 条例の概要 

介護保険法第１１５条の４６第５項の規定に基づき、地域住民の心身の健康の

保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上

及び福祉の増進を包括的に支援することを目的として設置する大口町地域包括支

援センター事業の人員及び運営に関する基準を定めるものとします。 

３ 町条例で定める独自基準の項目 

 ・運営基準（第１０条第２項関係） 

   大口町高齢者サービス調整会議の意見を踏まえて、適切、公正かつ中立な運

営を確保することとします。 

 ・設置者等（第２条関係） 

   地域包括支援センターの設置者は、町か町より包括的支援事業の委託を受け

た者とし、受託できる者の資格要件を定めることとします。 

 ・包括的支援事業の委託（第３条関係） 

   町が、包括的支援事業を地域包括支援センターに委託する場合は、大口町高

齢者サービス調整会議に諮り決定することとし、委託に伴う包括的支援事業の

実施方針を定めることとします。 
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 ・担当区域（第４条関係） 

  担当区域の設定に関しては、人口、事業量、運営財源及び人材確保等を配慮

することを定めることとします。 

・実施事業（第５条関係） 

  地域包括支援センターが実施する事業として下記事業を定めることとしま

す。 

   ① 介護予防支援事業 

   ② 包括的支援事業（ケアマネジメント、総合相談、権利擁護等） 

   ③ 任意事業（家族介護支援、介護予防に関する知識の普及啓発等） 

 ・連携（第６条関係） 

   大口町相談支援事業者との連携について定めることとします。 

 ・指定介護予防支援の実施（第７条関係） 

   指定介護予防支援事業の実施義務を定めることとします。 

・地域ケア会議（第８条関係） 

  町をはじめとして、高齢者の日常生活の支援に関する者と連携し、高齢者の 

実態把握及びその解決の支援を行うため、地域ケア会議を設置することを定め 

ることとします。 

 ・設備及び備品等（第１１条関係） 

   事業提供に必要な設備及び備品等を備えることの義務付けをすることとしま

す。 

４ 施行年月日 

平成２７年４月１日から施行します。 
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